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規 則

�愛媛県規則第３号
愛媛県青少年保護条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県青少年保護条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県青少年保護条例施行規則（昭和４２年愛媛県規則第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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附 則

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

２ 博物館法の一部を改正する法律（令和４年法律第２４号）附則第２条第４項の規定により同法による改正後の博物館法（昭和２６年法律第

２８５号）第１１条の登録を受けたものとみなされる博物館は改正後の愛媛県青少年保護条例施行規則第１０条第１項第３号に掲げる博物館に、

博物館法の一部を改正する法律附則第２条第６項の規定により同法による改正後の博物館法第３１条第１項の指定を受けたものとみなされ

る施設は同号に掲げる指定施設に、それぞれ該当するものとする。

�愛媛県規則第４号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（規制場所等）

第１０条 条例第５条の８第４号の規則で定める施設は、次に掲げる

ものとする。

�・� 省略

� 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する

博物館及び同法第３１条第２項に規定する指定施設

� 省略

２ 省略

（規制場所等）

第１０条 条例第５条の８第４号の規則で定める施設は、次に掲げる

ものとする。

�・� 省略

� 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する

博物館及び同法第２９条 に規定する博物館に相当する施設

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

（貸付金の限度等の特例）

５ 貸付金の利率は、当該貸付金（令和６年３月３１日までに貸付決

定されるものに限る。）に係る債権の保全が金融機関による貸付

金に係る債務の保証のみによるものである場合にあつては、別表

第２利率の欄及び別表第４利率の欄中「０．４０パーセント」とある

のは、「０．４０パーセント以内」とする。

別表第２（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

附 則

（貸付金の限度等の特例）

５ 貸付金の利率は、当該貸付金（令和６年３月３１日までに貸付決

定されるものに限る。）に係る債権の保全が金融機関による貸付

金に係る債務の保証のみによるものである場合にあつては、別表

第２利率の欄及び別表第４利率の欄中「０．３５パーセント」とある

のは、「０．３５パーセント以内」とする。

別表第２（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する特

定事業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第５項に規定

する特定事業者

をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

年０．４０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する特

定事業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第５項に規定

する特定事業者

をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

年０．３５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

省

略
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告 示

�愛媛県告示第２７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

東温市下林地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条

第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとお

り土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・下林岡地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

令和５年３月２０日から４月１７日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第２８０号
令和５年３月９日県営農地整備事業（経営体育成型）氷見上部地

区の換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同法第５４条第

４項の規定により公告する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２８１号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

西予市宇和町下川３２６１の２、３２６２の４、３３９５の２、３３９６の２、

３４００の２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

。以下同

じ。）又

は設備

９０）以

内

ア～ウ 省

略

。以下同

じ。）又

は設備

９０）以

内

ア～ウ 省

略

２～９

省略

２～９

省略

別表第４（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係） 別表第４（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．３５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

２ 省

略

２ 省

略
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�愛媛県告示第２８２号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

松山市二神乙３６２、乙３９３の１、乙３９３の４、乙３９４の１、乙３９４

の３、乙３９６の１、乙３９６の２、乙３９７の１、乙３９８

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び松山

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２８３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（電子国土基本図（地図情報）修正）

２ 作業期間 令和５年４月１日から

令和６年３月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県全域

�������
�愛媛県告示第２８４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画下水道事業伊予公共下水道（伊予市施行）の

事業計画の変更を次のように認可した。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

昭和４９年１月２９日から

令和１１年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�愛媛県告示第２８５号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和５年３月１７日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第２８７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

三第
２４号

四国中央市金生町下分字小山７４
３番地１

指定金融機関
伊予銀行 川之江支店

売りさばき人住所
四国中央市金生町下分字小山７４３番
地１
売りさばき所
四国中央市金生町下分字小山７４３番
地１

売りさばき人住所
四国中央市川之江町神ノ木１８５６番地
７
売りさばき所
四国中央市川之江町神ノ木１８５６番地
７

令和４年
７月１９日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

西条市 周桑病院 訪問看護ステーション 愛媛県西条市壬生川１３１番地 令和５年２月１日 訪問看護

株式会社楓 訪問介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 令和５年２月１日 訪問介護
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�愛媛県告示第２８８号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第１号

ロの規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

令和５年３月１７日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

令和５年３月１７日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第２８９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

西条市 周桑病院 訪問看護ステーション 愛媛県西条市壬生川１３１番地 令和５年２月１日 介護予防訪問看護

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

株 式 会 社 悠 遊 社 愛媛県松山市余戸南二
丁目２４番３８号

介護職員初
任者研修通
学課程

令和５年
３月１０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１）第１７３９６号 令和元年
１０月６日 愛媛プレカット㈱ 小野 世生 松山市西垣生町１７４０－５ 令和５年

２月６日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－１）第１８４０４号 令和２年
１月２２日 ㈱宅建流通えひめ 越智 和利 松山市束本２－１０－１９ 令和５年

２月６日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－２）第１８５８９号 令和３年
１月２０日 センチュリーホーム㈱ 越智 和利 松山市束本２－１０－１９ 令和５年

２月７日
土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

（般－１）第１４４０２号 令和元年
１２月３日 オーム電気工事工業所 出海 眞悟 伊予市双海町上灘甲５７９１

－２－２
令和５年
２月９日

電気工事業
電気通信工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

（般－２９）第１７１４１号 平成３０年
３月７日 ㈱エコ・プラザ 宮本 粧子 松山市安城寺町４５８－３ 令和５年

２月２８日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯山高縄北条線
松山市横谷乙２５０番１６から

同市横谷乙２５５番４まで

旧 ３．６～８．５ ０．１３０

新 １９．６～５９．１ ０．１３０

〃 〃
松山市横谷乙４４０番４３から

同市横谷乙４４０番７９まで

旧 ９．３～１３．５ ０．０４８

新 ９．３～２３．６ ０．０４８

〃 〃
松山市横谷乙２２０番７から

同市横谷乙２１８番５まで

旧 １０．４～１３．３ ０．０７８

新 ３１．９～６３．０ ０．０７８

一 般 国 道 ３１７号
松山市宿野町乙１６９番４から

同町乙１６７番３まで

旧 ４．１～５．６ ０．０３９

新 ７．５～２５．４ ０．０３９



愛 媛 県 報令和５年３月１７日 第３９１号

２５８

��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第２９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

三間土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届

出があった。

令和５年３月１７日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

�愛媛県告示第２９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯山高縄北条線
松山市横谷乙２５０番１６から

同市横谷乙２５５番４まで
令和５年３月１７日

〃 〃
松山市横谷乙４４０番４３から

同市横谷乙４４０番７９まで
〃

〃 〃
松山市横谷乙２２０番７から

同市横谷乙２１８番５まで
〃

一 般 国 道 ３１７号
松山市宿野町乙１６９番４から

同町乙１６７番３まで
〃

県 道 湯山北条線
松山市菅沢町甲１１４７番３から

同町乙４８４番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 直瀬渋草線

上浮穴郡�万高原町相の峰４１６番２から

同町相の峰７８３番２まで
旧 ２．９～５２．０

７．０～４７．０
０．８１４
０．６６３

上浮穴郡�万高原町相の峰４１６番２から

同町相の峰７８３番２まで
新 ７．０～４７．０ ０．６６３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 直瀬渋草線
上浮穴郡�万高原町相の峰４１６番２から

同町相の峰７８３番２まで
令和５年３月１７日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 笹 山 誠 司 宇和島市三間町波岡８５０番地

〃 中 谷 一 利 宇和島市三間町則１６４６番地

〃 竹 葉 芳 樹 宇和島市三間町迫目６３５番地
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退 任

�愛媛県告示第２９５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９６号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９８号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 山 下 幸 二 宇和島市三間町大藤５２５番地

〃 岡 本 裕 之 宇和島市三間町迫目２７２番地

〃 岡 山 正 喜 宇和島市三間町中野中３５番地１

〃 兵 頭 義 則 宇和島市三間町増田９６番地

監 事 土 居 和 宏 宇和島市三間町北増穂６４０番地

〃 冨 永 文 夫 宇和島市三間町黒井地２０１０番地

〃 松 本 暁 宇和島市三間町是延２２２番地

〃 清 家 辰 也 宇和島市三間町戸雁１１５８番地

〃 安 岡 義 一 宇和島市三間町金銅３６３番地

〃 中 谷 一 利 宇和島市三間町則１６４６番地

〃 佐々木 嶺 宇和島市三間町大藤６８６番地

〃 毛 利 満 男 宇和島市三間町土居中５８５番地

〃 岡 山 正 喜 宇和島市三間町中野中３５番地１

〃 井 伊 豊治郎 宇和島市三間町増田１５０番地

監 事 土 居 和 宏 宇和島市三間町北増穂６４０番地

〃 冨 永 文 夫 宇和島市三間町黒井地２０１０番地

〃 阿 藤 吉 信 宇和島市三間町大内１１０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 笹 山 誠 司 宇和島市三間町波岡８５０番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３）第３３３号 令和３年
７月６日 ㈱森本 森本 誌朗 喜多郡内子町内子５７５ 令和５年

２月２日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号

西予市野村町予子林１９９番３から

同町予子林２００番１地先まで
旧 １３．４～１９．１ ０．０９７

西予市野村町予子林１９９番３から

同町予子林２００番１地先まで
新 １３．４～６２．２ ０．０９７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
西予市野村町予子林１９９番３から

同町予子林２００番１地先まで
令和５年３月１７日
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県総務系事務の処理に係る労働者派遣業務委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県総務系事務の処理に係る労働者派遣業務委託 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書による。

� 委託期間

ア 委託期間

契約締結の日から令和６年３月３１日（日）まで

イ 委託業務に係る成果品の納入期限

令和６年３月３１日（日）

� 委託業務に係る成果品の納入場所

入札説明書による。

� 入札方法

ア 入札書に記載する入札金額は、本業務に係る全てを含む額

とする。なお、詳細については、入札説明書を参照すること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれにも該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証及びＰマーク（プライバシーマーク）を

取得していること又は、上記認証等内容と同等の規定を整備し

ていること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部デジタル戦略局スマート行政推進課総務事

務改革室改革推進グループ

〒７９０―０００１

愛媛県松山市一番町四丁目２番地 ＮＴＴコム松山ビル７階

電話 （０８９）９１２―２４７６

� 入札書の受領期限

�愛媛県告示第２９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村城川線

西予市城川町魚成７６４８番２から

同町魚成７６０２番２まで
旧 ９．５～３５．７ ０．４５３

西予市城川町魚成７６４８番３から

同町魚成７６０２番３まで
新 ２２．５～３８．２ ０．４５３

〃 日向谷高野子線

西予市城川町川津南１７４９番３から

同町川津南１７５０番３まで
旧 ５．０～６．５ ０．０１６

西予市城川町川津南１７４９番３から

同町川津南１７５０番３まで
新 ９．９～１２．８ ０．０１６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村城川線
西予市城川町魚成７６０３番５から

同町魚成７６０３番５まで
令和５年３月１７日

〃 〃
西予市城川町魚成７６０２番３から

同町魚成７６０２番３まで
〃

〃 日向谷高野子線
西予市城川町川津南１７４９番３から

同町川津南１７５０番３まで
〃
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令和５年４月２６日（水）午後２時まで

� 入札説明書の交付方法

令和５年３月１７日（金）から同年３月２７日（月）までの執務

時間中（月曜日から金曜日まで（祝日を除く。）の午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場
所で交付する。

� 開札の日時及び場所

令和５年４月２６日（水）午後２時

愛媛県庁第一別館５階第１２会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、競争入札参加資

格審査申請書を知事に提出し、入札参加資格の確認を受ける

こと。競争入札参加資格審査申請書は、持参して提出するこ

ととし、郵便又は電送によるものは、受け付けない。

� 受付期間

令和５年３月１７日（金）から同年３月２７日（月）までの

執務時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
イ この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に基

づき提案内容を記載した資料を提出すること。

� 受付期間

令和５年３月１７日（金）から同年４月１１日（火）までの

執務時間中

� 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に定める資格を有しない者及び入札者に求められる義務を

履行しなかった者の提出した入札書及び提案内容を記載した資

料は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評

価一般競争入札により落札者を決定するものとし、愛媛県会計

規則第１３３条第１項の規定に基づいて定められた予定価格の制

限の範囲内の価格をもって入札を行った者のうち、価格その他

の条件が愛媛県にとって最も有利な入札を行った者を落札者と

する。

なお、落札者決定基準の詳細は、入札説明書による。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Consignment of Ehime Prefecture General Affairs，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２６ April２０２３

� For further information，please contact： Reform Promotion

Group，General Affairs and Administrative Reform Office，

Digital Strategy Sub―Department，Planning and Development

Depar tment， Ehime Pre fec tura l Government，４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―０００１ Japan

TEL０８９―９１２―２４７６

�������
�公 告

次のとおり企画提案書の提出を招請する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

愛媛県ホームページリニューアル業務

� 業務内容

仕様書による。

� 履行期間

契約締結の日から令和６年３月３１日まで

２ 参加資格及び評価項目

� 企画提案書の提出者の構成

ア 企画提案書の提出者（以下「提出者」という。）は、本事

業を実施するために必要な能力を備えた単独の法人又は複数

の法人のグループとする。

イ 提出者は、募集要領に示す本事業における県ホームページ

及びコンテンツマネジメントシステムの再構築等を主体的に

実施する法人により構成されるものとする。

ウ 提出者が複数の法人のグループである場合は、提出者を構

成する法人の中から、企画提案書の提出手続を主体的に行う

１法人を定めること。

� 企画提案書の提出者に必要な資格

ア 愛媛県知事の審査を受け、令和２～４年度における製造の

請負等に係る競争入札参加資格者名簿に登録されている、又

は契約締結までに登録が予定されていること。

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定（一般競争入札参加者の資格）のいずれにも該当しない

者であること。

ウ 国または地方自治体から競争入札の参加資格停止を受けて

いない者であること。

エ 銀行取引停止処分を受けていない者であること。

オ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法に

基づく再生開始の申立て及び破産法に基づく破産手続開始の

申立てがなされていない者であること。

カ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団、若

しくは暴力団員の統制の下にある団体ではないこと。

キ 愛媛県内に本社、支社又は営業所を有し、愛媛県と緊密な

連絡体制が構築できること。

ク 過去５年、国や地方自治体における１０，０００ページを超える

ホームページの運用実績があること。

ケ 共同企業体で参加しようとする場合は、代表者、構成員と

もにア～カの資格要件を満たすこととし、代表者においては

キ、クの資格要件も満たすこと。なお、構成員として参加す

る場合、同時に単独での参加はできない。

� 企画提案書を特定するための評価項目

ア 内容・論理性
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魅力的かつ実現可能な提案内容、課題の認識から解決まで

の行程の一貫性

イ 実施体制・進行方法

自治体ホームページの構築に十分な知識・技術・経験の有

無、業務実施に十分な体制・スケジュールの提案

ウ サイト構造

現行ホームページの課題、リニューアルの目的・基本方針

を十分に理解した上でのサイト構成、デザインの提案、利用

者が求める情報への適切な導線設計、ユーザビリティ、アク

セシビリティへの十分な配慮

エ アクセシビリティ

アクセシビリティに関する十分な知識の有無、アクセシビ

リティ向上に関する提案

オ セキュリティ

ｗｅｂサイトにおけるセキュリティ対策

カ 既存ページ移行

移行作業の内容・範囲、移行時の適切なルールや配慮事項

の明確化、アクセシビリティを向上させるための工夫

キ 操作性・検索性向上

操作性・検索性向上の提案

ク ＣＭＳ

基本操作、公開申請、ページの管理方法の分かりやすさ

ケ 見積金額

提案内容、保守内容に対する計上費用の妥当性

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県企画振興部政策企画局

広報広聴課広報プロモーショングループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２４１

� 募集要領の交付の期間、場所及び方法

令和５年３月３１日（金）午後５時１５分まで（必着）に�に掲
げる場所での手渡し又は県ホームページでのダウンロードによ

り配布する。

なお、手渡しでの配布の場合は、上記期間中の土曜日、日曜

日及び祝祭日を除く日の午前８時３０分から正午まで及び午後１

時から午後５時１５分までとする。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

令和５年３月３１日（金）午後５時１５分まで（必着）に�に掲
げる場所に持参又は郵送等により提出すること。ただし、郵送

等により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 企画提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

令和５年４月１８日（火）午後５時１５分まで（必着）に�に掲
げる場所に持参又は郵送等により提出すること。ただし、郵送

等により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県企画振興部政策企画局

広報広聴課広報プロモーショングループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２４１

� その他

詳細は、募集要領による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Ehime

Prefectural website renewal business，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，３１ March

２０２３

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact： Public Relations Section，Public Relations Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２４１
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和５年３月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

ヘリコプター１２か月定期点検整備

� 業務名及び数量

ヘリコプター１２か月定期点検整備 １式

� 業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

（アグスタ式Ａ１０９Ｅ型（ＪＡ０３ＥＰ））

� 実施期間

契約締結日から令和５年９月３０日まで

� 業務の履行場所

請負者の保有する事業場認定書の交付を受けた事業場

� 入札方法

入札金額は、ヘリコプター１２か月定期点検整備に係る一切の

経費を含めた額を記載すること。

なお、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 業務期間の開始までに確実に点検できる体制が整備されてい
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選挙管理委員会告示

ることを証明した者であること。

� 現に法人税、地方税、消費税及び地方消費税並びに社会保険

料を滞納していない者であること。

� 開札をする日において、知事が行う入札参加資格停止の期間

中でない者であること。

� 指定期日までに事前提出書類を提出した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 関係書類の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付

場所及び問合せ先

愛媛県警察本部会計課管財係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札説明書の交付期限

令和５年４月２６日（水）１７時１５分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和５年４月２７日（木）１３時３０分

愛媛県警察本部地下１階会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則第１３５条から第１３７条までの規定による。

� 契約保証金

愛媛県会計規則第１５２条から第１５４条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、事前提出書類を知事に提

出し、入札参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受付時期

令和５年３月１７日（金）から令和５年４月２６日（水）まで

の執務時間中

※ 必着であれば郵送でも可能

イ 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Aircraft inspection

・ １２month inspection

・ ５０，１００，１５０，２００，４００，８００，１２００ hours inspection

・ Japan civil aviation bureau（JACB）circular No．３―０１０，

etc

・ There are other inspections besides these

Hours change parts

Technical bulletin

Bench check

Airworthiness inspection examinees

� Time limit of tender：１：３０ p．m，２７ April，２０２３

� For further information，please contact： Finance Division，

Police Administration Department，the Ehime Prefectural

Police Headquarters，２―２ Minamihoribatacho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL：０８９―９３４―０１１０（ex．２２６３）

FAX：０８９―９４３―２８９２

e―mail： kaikei@police.pref.ehime.jp

�愛媛県選挙管理委員会告示第２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和５年３月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１２７，６５２

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２２，５５４

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４０，９５７

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４２，８５９ １４，２８７

南 宇 和 郡 １７，５６８ ５，８５６

松山市・上浮穴郡 ４３１，３３７ １３８，５５７

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３４，００６ ４４，６６９

宇和島市・北宇和郡 ７２，７０１ ２４，２３４

八幡浜市・西宇和郡 ３４，９０２ １１，６３４

新 居 浜 市 ９７，０８５ ３２，３６２

西 条 市 ８８，８９６ ２９，６３２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ４８，２３９ １６，０８０
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伊 予 市 ３０，４２０ １０，１４０

四 国 中 央 市 ７０，９９９ ２３，６６７

西 予 市 ３０，６０２ １０，２０１

東 温 市 ２８，０３８ ９，３４６

令和５年３月１７日 発行


